
速 達 性 向 上 計 画 の 認 定 申 請 書

年 月 日

国土交通大臣 殿

（都市鉄道施設の整備を行おうとする者）

住所

氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

（都市鉄道施設の営業を行おうとする者）

住所

氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）

都市鉄道等利便増進法第５条第１項の規定により、下記の速達性向上計画の認定

を受けたいので申請します。

速 達 性 向 上 計 画

１ 速達性向上事業を実施する区域

２ 速達性向上事業の内容

３ 都市鉄道施設の整備に要する期間

４ 都市鉄道施設の整備に要する費用の額

５ 都市鉄道施設の使用料の額

６ 速達性向上事業の効果

７ 速達性向上事業と一体となってその効果を十分に発揮させるための事業がある

ときは、その内容

８ 鉄道事業法第３条第１項の規定による鉄道事業の許可を要するものにあっては、

その種別

９ 都市鉄道施設の使用料の収受方法

１０ 都市鉄道施設の使用の開始予定時期及びその期間

１１ 都市鉄道施設の管理の方法

１２ 速達性向上事業の運営に重大な関係を有する事項がある場合には、その事項

注１ 速達性向上事業を実施する区域は、整備に係る路線の起点及び終点、主要な経過地

その他の都市鉄道施設の整備を行う地点を明らかにすること。

２ 速達性向上事業の内容には、鉄道の種類、施設の概要（単線・複線等の別、動力、

軌間、設計最高速度及び設計通過トン数をいう。）、計画供給輸送力、駅の位置及び名

称その他の事業の内容が明らかになるように記載すること。

３ 都市鉄道施設の整備に要する期間には、整備の開始の予定年月及び終了の予定年月

を記載すること。

４ 都市鉄道施設の整備に要する費用の額には、整備に要する費用の総額及び整備の内

容ごとの内訳の額を記載すること。

印

印



５ 都市鉄道施設の使用料の額は、都市鉄道施設の営業を行おうとする者が複数である

ときは、当該営業を行おうとする者ごとに記載すること。

６ 氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができる。


